
 
図-1 SM490Y 製供試体の寸法諸元         図-2 SBHS500 製供試体の寸法諸元 

表-1 実験供試体の構造諸元 

供試体 アスペクト比α 腹板幅厚比 
限界幅厚比 
(H29 道示) 

腹板の降伏点 

σy(MPa) 

せん断座屈幅厚比

パラメータ𝑅𝑠 

水平補剛材の 

必要剛比𝛾ℎ∙𝑟𝑒𝑞 

𝑏𝑡3

11
𝛾ℎ∙𝑟𝑒𝑞(𝑐𝑚

4) 
断面 2 次 

モーメント𝐼ℎ(𝑐𝑚4) 
𝐼ℎ/(

𝑏𝑡3

11
𝛾ℎ∙𝑟𝑒𝑞) 

SM490Y 1.5 250 208 375 3.24 45 132 141 1.06 
SBHS500 1.5 217 180 537 3.36 45 115 127 1.10 

 
キーワード 橋梁用高性能鋼材，SBHS500，合成桁，せん断耐荷力，水平補剛材 
連絡先   〒169-8555 東京都新宿区大久保 3-4-1 早稲田大学 TEL03-5286-3387 
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高性能鋼材を用いた水平補剛材を有する合成Ⅰ桁のせん断耐荷力に関する実験的研究 

 

早稲田大学大学院    学生会員 〇太田 佳吾 

国土技術政策総合研究所 非会員   佐藤 悠樹 

早稲田大学       正会員   小野  潔  

 

国土技術政策総合研究所 非会員 白戸  真大 

早稲田大学       非会員 左右木 優作 

日本鉄鋼連盟      正会員 高木  優任 

 

1. はじめに 

平成 29 年に日本の道路橋示方書 1)（以下 H29道示と

いう）が許容応力度設計法から部分係数設計法及び限界

状態設計法へと移行した．設計の自由度が高まり，部材

の塑性化を考慮した耐荷力設計法の導入等，合理的な設

計法の検討がなされている．他方，H29道示では，新た

に強度，じん性，溶接性において優れた性能を発揮する

橋梁用高性能鋼材 SBHS に関する規定が追加された．

SBHS鋼を橋梁に使用することで，橋梁の建設コスト削

減が期待される．しかし，合理的な設計法の開発が求め

られているものの，SBHSを用いた鋼桁の耐荷力に関す

る研究は不足している．そこで，本研究では SBHS500製

の水平補剛材を有する合成Ⅰ桁の載荷実験を実施した． 

2. 実験概要 

実験は，上下フランジ，腹板，水平補剛材に使用する

鋼種をパラメータとして，SBHS500製供試体と従来鋼で

ある SM490Y製供試体の 2体で実施した．載荷実験を実

施した SM490Y製供試体と SBHS500製供試体の寸法諸

元を図-1，図-2に示す．対象供試体は，H29道示の限界

幅厚比よりも緩和した幅厚比かつ両供試体が共通の幅

厚比パラメータとなるようにしている．供試体の構造諸

元を表-1 に示す．表-1 で示した腹板のせん断座屈に対

する幅厚比パラメータRや水平補剛材剛度の計算はH29

道示に基づき算出したものである． 

以上の条件で，降伏荷重Py（腹板が降伏ひずみに達す

る際の荷重）と降伏変位 δy（降伏荷重時の下フランジ支

間中央鉛直変位）を基準とした 3回繰返し載荷のせん断

卓越試験を実施し，コンクリート床版が破壊するまで載

荷した．載荷実験では載荷荷重，鉛直変位，面外変位，

各種部材のひずみを測定した．また，供試体の製作に使

用した鋼桁から採取した試験片で鋼材の引張試験とコ

ンクリートの圧縮強度試験を実施した． 

3. 実験結果 

3.1 作用せん断力-鉛直変位関係 

作用せん断力P/2と下フランジ支間中央鉛直変位 δと

の関係を図-3 に示す．図-3 に示すせん断耐荷力の評価

法として式(1)に示す Basler の強度評価式 2)を用いた．

本供試体では水平補剛材で区切られたそれぞれのパネ

ルで Qu
P を計算し，その和を腹板のせん断強度とした．

降伏せん断強度と終局せん断力の値について，表-2に示

す．実験結果より，Basler式の強度に対して実験値のせ

ん断力が，SM490Y 製供試体では 12％，SBHS500 製供

試体では 8％高く，腹板幅厚比を限界幅厚比よりも緩和

しても，Basler式で適切に評価できることが確認された． 
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P：降伏せん断強度 

τcr：せん断座屈応力度，τy：降伏せん断応力度 
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表-2 座屈せん断力，終局せん断力の実験値と計算値 
 降伏せん断力 終局せん断力 𝑄𝑢/𝑄𝑢′ 𝑄𝑢/𝑄𝑦 

実験値𝑄𝑦(kN) 実験値𝑄𝑢(kN) 計算値𝑄𝑢′(kN) 
SM490Y 1097 1394 1239 1.12 1.27 
SBHS500 1602 1669 1552 1.08 1.04 

 

 
                          (a) 載荷時        (b) 除荷時 

                           図-4 腹板の面外変位遷移図(SM490Y) 

 
(a) 載荷時        (b) 除荷時 

写真-1 載荷試験終了後の実験供試体        図-5 腹板の面外変位遷移図(SBHS500) 
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 また，Pmax以降は荷重低下が生じ，鉛直変位 δが増

加した．終局時の下フランジの鉛直変位は，SM490Y

製供試体が 33mm，SBHS500製供試体が 52mmであっ

た． 

3.2 供試体破壊性状 

両実験供試体ともに腹板にせん断座屈が発生した後，

水平補剛材を貫通して斜張力場を形成し，終局状態に至

った．載荷試験終了後の実験供試体を写真-1に示す．本

実験では，腹板のせん断座屈→コンクリート床版のひび

割れの進行及び剥離→上フランジの座屈，水平補剛材の

座屈が生じることによって破壊が進行した．コンクリー

ト床版のひび割れ，剥離が進行していくにつれて水平補

剛材が座屈し，終局時は腹板の支点側上部隅角領域に応

力が集中した．SBHS500製供試体においては，水平補剛

材の溶接部にき裂が確認された． 

3.3 腹板の面外変位 

斜張力場が形成された水平補剛材下のパネル対角線

における面外変位遷移図を図-4，図-5に示す．面外変位

遷移図は，繰返し載荷の載荷時と除荷時に関して整理し

た．繰返しは降伏荷重 Pyと降伏変位 δyを基準として実

施している．図-4(b)と図-5(b)より，両供試体ともに Py

付近から腹板の残留変位が徐々に増加していき，終局時

には載荷時と除荷時の面外変位量の差はほとんどなく

なった．  

4. まとめ 

 本実験結果より，鋼種の違いによるせん断耐荷力と挙

動の違いや H29 道示の限界幅厚比よりも腹板の幅厚比

を緩和しても，Basler式で適切に評価できることを確認

した．今後，さらなる実験と解析を行い，SBHS500製の

鋼桁に関する耐荷力データを収集する． 
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図-3 作用せん断力-鉛直変位関係 
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